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 当人権センターは、大和川病院事件以降、精神医療オンブズマンとして精

神科病院を訪問し、入院している精神障害者の人権を守る活動を継続してき

ました。同時に、長期入院者の社会復帰を実現するため、退院促進事業を一

層推進することを求め、個別の精神科病院にはこれに積極的に参加していた

だくことを要請してきました。 

以上の立場から、わたしたちは、昨年来政府厚生労働省が実施を検討して

きた病院敷地内「退院支援施設」には強く反対してきました。この施策は、

精神科病棟を単に「退院支援施設」と呼び替えるだけであって、長期入院

者の退院を促進することにはつながらず、むしろ不要のステップを設けて地

域への復帰を遅らせ、その結果精神障害者を収容し続ける終末施設にさえな

りかねないからです。 

しかし、厚生労働省は、当事者をはじめとする精神保健福祉関係団体から

の疑問や批判に耳を貸さず、実施を強行することを決定しました。 

わたしたちは、この施策の実施を中止・凍結することを求めています。 

そして、大阪府におかれましては、「退院支援施設」の設置に協力するの

ではなく、社会的入院の解消に一定の成果を挙げてきた退院促進事業を一層

推進するために、グループホームなどの社会資源を整備し、ピアサポートを

はじめとする退院支援活動を充実させることに更に力を注ぐとともに、これ

まで全国に先駆けていちはやく退院促進事業を行ってきた大阪府として、ま

っとうな退院支援は「退院支援施設」ではなく、退院促進事業であることを

厚生労働省や他府県に伝え続けるよう求めます。  
 

以上 


